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研究成果の概要（和文）：本研究では、不適切会計を開示した企業サンプル（不正企業）の特徴および、不正と
企業特性との関連性について不正企業サンプルとペアサンプルとの比較を通して解明した。その結果、不正企業
とペアサンプルのt検定では、営業活動からのキャッシュ・フロー等の業績、企業規模や企業の複雑性だけでは
なく、取締役会における社外取締役が占める割合に有意な差が観察できた。また、日本の上場企業にサーベイ調
査を実施して日本企業のガバナンスの実態、経営者のガバナンスに対する意識をたずねた。その結果、日本企業
の経営者は、利益の質の30％がビジネスモデルやマクロ経済などの企業特性によって影響を受けていることを示
した。

研究成果の概要（英文）：This study investigated the types of firms that disclosed fraudulent 
accounting (fraud firms) and examined whether the fraud firms had common innate characteristics by 
comparing fraud and non-fraud firms.The finding is the following: the results of t-test show that 
there is a difference in a firm’s performance and business complexity, and the percentage of 
outside directors and that there is a significant positive association between accounting fraud and 
the percentage of outside directors. Also, this study implemented a survey of CFOs in the public 
firms in Japan concerning higher quality earnings and the determinants of earnings quality. Japanese
 CFOs indicate that 30% of earnings quality is impacted by firm characteristics such as firm’s 
business model, industry, macro-economic conditions.

研究分野：会計学
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研究成果の学術的意義や社会的意義
本サーベイ調査を実施することによって内部統制システムやガバナンスの実態を掴み、経営者がガバナンスや内
部統制にどのような考えを有しているかを引き出すことができた。また、本研究は、不正のダイアモンド理論に
依拠して不正の種類を分類し、日本における不正企業の特性を明らかにするとともに、不正企業のガバナンス構
造の特徴を解明することができた。また、Dichev et al. (2013)と同様の質問票に対する経営者の回答結果から
日米両経営者の考え方の差異を見出し、利益の質に関するアーカイバル研究結果がなぜ日米で整合しなかったの
かについて重要な手がかりが掴むことができた。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９、ＣＫ－１９（共通） 
１．研究開始当初の背景 

  平成 21-23 年度に、米国に上場する日本企業が米国内部統制報告制度（SOX 法）導入後利益
の質が向上したのかどうか、平成 24-26 年度に、日本の上場企業が、内部統制報告規制（J-SOX）
導入後、裁量行動と財務報告の質が変化したのかをそれぞれ解明した。その結果、米国上場日
本企業の結果は、英語圏諸国の研究結果と整合し、SOX 法適用後、会計的裁量行動から実体的
裁量行動へと経営行動を変化させた（中島 2010)。一方、日本の上場企業は、内部統制システ
ムは整備され利益の質は向上したものの、裁量行動に変化がなかったという結論を導出し、こ
の英語圏諸国と整合しない結果は、内部統制およびガバナンスが機能していないことによると
提示した（Nakashima 2015a; Nakashima and Ziebart 2015b）。 

           

２．研究の目的 

（1）不適切会計を開示した企業サンプル（不正企業）の特徴および不正の種類を明らかに
し、不正と企業特性との関連性について不正企業サンプルとペアサンプルとの比較を通して解
明することであった。 

（2）日本の上場企業経営者にサーベイ調査を実施してガバナンスの実態、経営者のガバナ
ンスに対する意識をたずね、経営者意識や経営行動の実態を引き出すことであった。 

 

３．研究の方法 

本研究で使用するサンプルは、2007 年 4 月から 2015 年 3 月までに不適切会計で過年度決算
に影響を及ぼしたかあるいは今後影響の可能性のあることを開示した企業（東京商工リサーチ 
2016）である。実証分析は、不正企業サンプルと、業種と規模で選択したペアサンプルを比較
した。日本企業のガバナンスの現状および経営者のガバナンスに対する意識を把握するために
は、経営者を対象としたサーベイ調査を行い、回収された質問票回答結果を測定値として、統
計解析を行った。 
 
４．研究成果 
 （1）本研究から、不正の種類はいわゆる会計不正が多く、特にそのなかでも売上高、損失
に関与したものが多い傾向があり、売上減や損失が不正のプレッシャーとなっているといえる。 

不正企業とペアサンプルの t 検定では、営業活動からのキャッシュ・フロー等の業績、企業規
模や企業の複雑性だけではなく、取締役会における社外取締役が占める割合に有意な差が観察
できた。   

（2）本研究は、利益の質の重要性、高品質の利益、利益の質の決定要因、利益の不正表示に
ついて経営者にたずねた。以下が分析結果である。１．日本企業は、経済的事実を反映させて
利益、キャッシュ・フローに裏打ちされた利益、持続性の高い利益を高品質の利益として、長
期的に同じ会計手続きを用いた利益を高品質の利益としてとらえていること、２．利益の質の
決定要因については、自社のビジネスモデル、所属する産業の動向、マクロ経済の行動、自社
の取締役会によって利益が 30%影響を受けるととらえ、70%以上の経営者が財務報告に裁量はほ
とんど容認されていない、55%の日本企業は、会計基準に裁量を抑制していると答えている。経
済業績を不正表示する企業の動機に関しては、目標利益を達成するための内部および外部から
のプレッシャーがあるためであることがわかった。会計不正につながる危険信号は、日米企業
ともに、それぞれ利益とキャッシュ・フローの乖離が最も多かった。 
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